
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 13,912 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 13,912 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 2,760,217 

要求額 13,912 

総務部長段階査定額 13,912 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】
　平成２４年４月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したも の。 

【事業の目的及び効果】
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭にお ける子育て費用の
負担軽減を図り、もって児童の健全育成につなげる。 

【事業の内容】 
　児童手当の特例給付に関する制度改正及び現況届原則廃止に関する制度改正に当
たって 必要となるシステム改修等。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　※国庫「子ども・子育て新制度システム補助金（補助率１０／１０）」

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 13,912 0 

健００１ 項　　目　　名 児童手当費

予算書項目 児童手当費 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 20,763 諸収入 0 

計 20,763 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 20,763 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 20,763 

総務部長段階査定額 20,763 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　過年度の交付金事業の実績報告に基づく額の確定により、国・県等へ返還等を行う
もの。

【事業の目的及び効果】 
　国・県支出金等の額の確定に伴う返還金

【事業の内容】 
　国・県支出金等の実績報告に伴う返還金
　①（国）児童手当交付金返還金　１７，０９２千円
　②（県）鳥取県児童手当支給事業費負担金返還金　３，６７１千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００２ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R3



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 75 諸収入 0 

計 227 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 227 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 3,478 

要求額 227 

総務部長段階査定額 227 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　近年の核家族化や雇用・経済に関する社会問題等、児童を取り巻く養育環境が大き
く変 化する中で、本市でも児童虐待に関する相談件数が年々増加しており、相談内容
も経済問 題や心身の疾患、発達障害等様々な育児困難の要因を抱えているものが多く
なっている。 
　自ら積極的に支援を求めていくことが困難な状況にある家庭に、過重な負担がかか
る前の段階において、きめ細かで継続的な関わりが必要になってきている。 

【事業の目的及び効果】 
　育児困難な状態にある家庭に対する援助・支援により、子どもと家庭の福祉向上と
社会 全体の利益増進を図る。 

【事業の内容】 
　家庭訪問による支援
    ＮＰＯ法人子どもの虐待防止ネットワーク鳥取（CAPTA）に委託し、継続的な支援
　が必要な家庭に対し、訪問による支援を実施
　≪対象≫・特に支援が必要な養育者及び児童に対する相談・支援
          ・児童養護施設等退所後の児童の家庭に対する養育相談・支援

　※子ども・子育て支援交付金（養育支援訪問事業） 補助率：国1/3、県1/3

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 152 0 

健００３ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,180 諸収入 0 

計 16,263 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,263 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 16,263 

総務部長段階査定額 16,263 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】 
　全国的に、新型コロナウイルス感染症の影響で、児童虐待通告、家庭支援相談等が
増加 しており、迅速な対応はもとより、児童相談所との連携による支援がますます重
要となっている。 
　また、全国の児童相談所、市町村で把握している要保護児童等の転居等の際におけ
る 迅速な情報連携は、児童虐待による痛ましい事件が発生するたびに重要性が指摘さ
れてきたところだが、国が要保護児童等情報共有システムを開発し、令和３年度から
稼働に至っ ている。 

【事業の目的及び効果】 
　要保護児童等について鳥取県児童相談所や転出転入先の市区町村との間 で、迅速か
つ的確に情報連携を図るため、全国版要保護児童等情報共有システムを利用する。ま
た、増加している相談情報の管理、帳票作成を効率化し、さらに、情報共有システム
とスムーズにデータ連携するため、児童家庭相談システムを導入する。 
　これらにより、児童虐待の対応及び防止を迅速かつ効果的に行い、児童福祉の向上
を推進する。 

【事業の内容】 
　児童家庭相談システム一式
　サーバリース料（開発期間分）
　データ移行に係る会計年度任用職員（１人）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 10,083 0 

健００４ 項　　目　　名 児童虐待防止強化事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R3


